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今後の新エネルギー対策の強化について（太陽光発電） 

                              平成１７年１１月 
資源エネルギー庁 

 
予算額については、１８年度概算要求額、（ ）内は１７年度予算額 

 
１．戸建住宅に対する太陽光発電導入支援 

（１）地方自治体事業の支援 

地方自治体が行っている戸建住宅向けの太陽光発電システム導入補助事業に対

して、専門的なアドバイスを行う等により事業継続のための支援を行う。 
○ 新エネルギー等電力市場拡大促進対策基礎調査等委託費の内数 

４億円の内数（新規） 
（２）割賦販売事業者への支援 

住宅用太陽光発電システムを一定量以上割賦販売する者に対して、そのシステ

ム取得に要する費用を政策金融により、長期かつ低利で融資する。 
○財政投融資 地球環境対策のうち太陽光発電施設整備事業  
融資対象者に割賦販売事業者を追加（拡充要求）  ９０億円の内数 

 
２．非戸建住宅分野（集合住宅、業務用ビル等）への太陽光発電導入普及支援 

標準化を通じた公共・産業用システムの低コスト化を図るとともに、先進的な

建材一体型、シースルー型等、新型太陽光発電システムの実用化を図る。また、

地方公共団体による率先導入を支援する。 
○太陽光発電新技術等フィールドテスト事業    １１８億円（９２億円） 
 

３．大規模システム系統連系対策 

大規模太陽光発電を電力系統に連系した場合に課題となる系統安定化対策やピ

ーク対策のための技術等を開発するとともに、その有効性を実証する。 
○大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証研究   １０億円（新規） 

 
４．短期・中長期の双方をにらんだ技術開発の促進 

（１）短期的な技術開発 

現行の太陽電池の発電コストを大幅に低下させ、２０１０年度に家庭用電力料

金並（２３円／ｋＷｈ程度）を実現する即実用化に資する技術開発を行う。 
○太陽光発電システム実用化加速技術開発    ８億円（６億円） 
 

（２）中長期的な技術開発 

２０２０年度に業務用電力料金並（１４円／ｋＷｈ程度）、２０３０年度に汎用

電源コスト並（７円／ｋＷｈ程度）を実現することを目指し、革新的な材料、

構造等を採用した太陽光発電技術の開発を推進する。 
○太陽光発電システム未来技術研究開発         ２０億円（新規） 
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住宅用太陽光発電システム価格
（万円/kW）

太陽光発電導入量
（万kW）

全導入量（累計）

住宅用太陽光補助金によ
る導入量（累計）

1kWh当たりの
発電コスト

260円/kWh

140円/kWh

120円/kWh

82円/kWh
72円/kWh 71円/kWh

65円/kWh
58円/kWh

52円/kWh 49円/kWh

1kW当たりのシ
ステム価格

48円/kWh

(1993)　 (1994)　 　(1995)　 (1996)        (1997)        (1998)        (1999)         (2000)        (2001)         (2002)        (2003)        (2004)
H5FY      H6FY         H7FY         H8FY       H9FY       H10FY H11FY  　 H12FY     H13FY      H14FY   　H15FY  　H16FY

出典：太陽光発電協会等のデータを加工。

普及事業モニター事業

46円/kWh

国内導入量とシステム価格、発電コストの推移
（別添２）

－３－



国別・企業別太陽電池生産シェア〔200４年末時点〕　

・日本は、１９９９年に生産量世界第１位となり、・日本は、１９９９年に生産量世界第１位となり、
それ以降、維持し続けている。それ以降、維持し続けている。

・２００４年における日本の生産量は世界の約５・２００４年における日本の生産量は世界の約５
０％を占めている。０％を占めている。

・企業別の生産量は、日本のメーカー（シャープ、・企業別の生産量は、日本のメーカー（シャープ、
京セラ）が世界第１位、２位となっている。京セラ）が世界第１位、２位となっている。

暦年 1999 2000 2001 2002 2003 2004
生産量（万ｋＷ） 8.0 12.9 17.1 25.1 36.4 60.2
対前年比（％） 163.3 160.8 133.1 146.6 144.9 165.3
生産量（万ｋＷ） 4.0 6.1 8.6 13.5 19.3 31.4
対前年比（％） 119.4 151.7 142.4 156.3 143.2 162.6
生産量（万ｋＷ） 6.1 7.5 10.0 12.1 10.3 13.9
対前年比（％） 113.2 123.3 133.8 120.2 85.4 134.6
生産量（万ｋＷ） 2.1 2.3 3.3 5.5 8.4 14.0
対前年比（％） 109.6 114.2 139.3 168.8 152.2 167.2
生産量（万ｋＷ） 20.1 28.8 39.1 56.2 74.4 119.5
対前年比（％） 130.0 142.9 135.8 143.8 132.5 160.6

出所：ＰＶ ＮＥＷＳ

日本

合計

米国

欧州

その他

太陽電池生産量
１,１９４．７MW
（２００４年）

欧州

314.4MW

シャープ

27.1%

京セラ

8.8%

三菱電機

6.3%

三洋電機

5.4%

カネカ 1.7%

Q-Cells(独)

6.3%

日本

601.5MW

米国

138.7MW

その他

140.1MW

Isofoton(西)

4.5%

RWE Schott Solar(独) 4.4%

Deutsche Cell(独) 2.3%

BP Solar(西) 2.0%

Photowatt International(仏) 1.8%

Shell Solar Indutries 5.2%

GE Energy 2.1%

BP Solar 1.2%
United Solar Ovonic 1.2%
RWE Schott Solar 0.8%

MOTECH(台湾) 2.9%

BP Solar(豪) 2.8%
Suntech(中国) 2.3%

BP Solar(印) 1.2%
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国際比較《海外諸国の導入状況》（２００４年末）

注１　出典：Ｔｒｅｎｄｓ　ｉｎ　Ｐｈｏｔｏｖｏｌｔａｉｃ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ／ＩＥＡ／ＰＶＰＳ（２００４年現在）
注２　ＩＥＡ　ＰＶＰＳ参加国：オーストラリア、オーストリア、カナダ、スイス、デンマーク、ドイツ、スペイン、フィンランド、フランス、英国、イスラエル、
　　　　　　　　　　　　　　　　　イタリア、日本、韓国、メキシコ、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、スウェーデン、米国

世界の導入量世界の導入量 (2004(2004年末年末))
２６０万ｋＷ２６０万ｋＷ

　日本　　　日本　　 １１３万ｋＷ１１３万ｋＷ
　ドイツ　　　ドイツ　　 ７９万ｋＷ７９万ｋＷ
　アメリカ　　アメリカ　 ３７万ｋＷ３７万ｋＷ

日本は世界の導入量（２６０万ｋＷ）の約半分（１１３万ｋＷ）を占めている。

（別添３）

－４－


